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出席者18名
４．議事概要　
４－１．自己紹介およびタスクフォースリーダー選出　
・2014年度第１回会議に際し、出席者の自己紹介および名簿（金流2014-1-02）の確認を行った。

・本年度当TFリーダーの選出を行い、NTTデータシステム技術株式会社遠城秀和氏が、全出席者の賛成を得て前年度に続き再任された。
４－２．2014年度活動計画　
・2014年度当TFの活動計画について、資料（金流2014-1-07）によりリーダーが概要説明を行った。
・2013年度当TFの下記活動の結果を同資料のスライド２にまとめた。
　　１．ファイナンスサービスの検証　

２．グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査 
・上記１．に関する今年度活動計画の下記事項について、概略説明を行った。：
１．－(１) (一般財)流通システム開発センターと小島プレス工業㈱の協力を得て実証を行う。　　
１．－(2)　業界横断EDI支払メッセージを実証実験前に作成する。
１．－(３) 実証実験後に報告書をまとめる。

・上記２．に関する今年度活動計画事項について、概略説明を行った。：

2．－(１)グローバル視点からのサプライチェーンファイナンスのニーズを明確化する。
2．－(2)貿易金融など国際金融分野における金流商流情報連携のサービス化を検討する。
・2013年度のニーズ調査活動では主な融資機会の整理を行った。グローバルサプライチェーンであることでの独自性や目立つ相異点は無い。グローバルとローカルとで、違いはあってもファイナンスの観点ではあまり相異は無く、大きな区別をしなくて良いのではというのが前年度のまとめであった。　　
４－３．ファイナンスサービスの検証　
４－３－１・自動車部品業界における実証計画　
・自動車部品業界における実証計画に関し、小島プレス工業㈱より資料（金流2014-1 -03-1）による説明が行われた。
・平成25年度に行った、愛知県の補助事業｢金融EDI連携を考慮した『国際EDI標準』の中小企業への活用に関する実証実験」が日銀ホームページの｢商流ファイナンスに関するワークショップ開催｣の記事に掲出された。これを機に、今年度の実証事業が、資料のスライド２「消費税転嫁円滑化等支援情報システム開発事業補助金」（中小企業用平成25年度補正予算で平成26年度内に行う）に係る補助事業として採択された。
・同補助事業はITクラウド連携推進事業であり、中小企業の財務をどうするか、経営をどう行うか等４パターン位あり、その一つに金融EDI連携がある。
・共通EDI基盤があることによって、金融EDI連携の検討が可能になった。大企業は資金余裕があり、入金を日々待ち望むことはないが、中小企業では資金繰り上、納品次第、支払を受けたい（月末締めの翌月払いが通常だが、場合により２～３ヵ月後の支払もある）｡そこに金融EDI連携による支払の迅速化の可能性を開くこととしている。
・スライド４の｢『金融EDI連携』ビジネスモデル｣により、中小企業の堅実な取引内容（例.取引先が信頼性の高い企業や自治体等で､公共事業等も含む）に基づく融資を図る｡

・スライド５の｢IT クラウドを活用した『金融EDI連携』の全体像｣内の連携体制は､詳細が資料(金流2014-1-03-2)｢補助事業実施計画書｣10ページにある。11ページのスケジュール下段の｢業務連携クラウド検討WG｣が、2010年に経産省と総務省とが立上げたジャパンクラウドコンソーシアム内の作業グループの一つとして定例会議を行って来ている。
・ISO 20022を組入れての｢金融EDI連携｣案を先行的に立てたが、銀行側がISO 20022をまだ実装しないとのことで停滞していた。 (一般財)流開センターで予定される実証実験に相乗りして繋げるような形での実証を、2013年度より検討している。

・EDI情報項目を銀行側がどう活用するかまでを実証するのではなく、銀行側はどういう情報が必要かをヒアリングして決めたい。企業側だけ喜ぶ仕組みで銀行側にメリットが無いと、銀行側に参加してもらえない。POファイナンスに関する情報等が銀行側にもメリットがあることになるような、たたき台が出来ると良い。
・資料（金流2014-1-03-2）｢補助事業実施計画書｣７～８ページのように、実証実験対象企業の愛知県13社（従業員30人程度、受発注はFaxで行っている）に関し、受発注業務、受発注後処理業務、請求･支払･振込･入金業務の､各工数の低減を図る､各特化モジュールを開発し評価を行う。

・実証実験は、(一般財)流開センターと小島プレス工業㈱側と異業界であっても支払メッセージ等の共通性がある。実証は9・10月に商流EDIに関して行い､ (一般財)流開センターの実証実験が行われる11月に合わせて金融連携EDIについて行う（同資料11ページのスケジュール）。2013年度補正予算の補助事業として2014年12月までに完了させる。
・席上配布のパンフレットに関し、トヨタ自動車㈱のカンバンEDIを管理する企業が9月4日に名古屋で開催する情報交換会合に於いて、小島プレス工業㈱が「トヨタWG共通EDI」に関する講演を行う予定であり、上記実証実験および国際EDI標準（国連CEFACT)の実証実験（2014年9月於.タイ）についても説明を行う旨、紹介があった。
４－３－２・流通業界における実証計画　
・流通業界における共同実証に関し、(一般財)流開センターより資料（金流2014-1-04）による説明が行われた。

・2014年度 共同実証の目的　
　　◉流通業界における決済業務（売掛金消込業務）効率化の検証

　　◉インターネット利用時のセキュリティ要件(証明書､署名､暗号化)の整理(課題･問題の抽出)
・決済業務効率化に関しては、商品を供給している側の効率化だけではなく、それ以外の、販売、卸あるいは小売側が求める形のものも行ってみたい。
・インターネット利用時のセキュリティ要件の整理に関しては、JCA手順では出来ない所をインターネットを使った実運用に向けた実装に注視する。
・今年度の検討・調整事項としては、前年度の検討結果を受け､下記の２事項の整理を行う。：
2014年度の検討・調整事項　
　　◉実証に向けた､実現方法(通信手順､メッセージフォーマット､セキュリティ)の具体的検討･調整
　　◉ニーズ反映方法の検討(2012･2013年度に提示のニーズにつき具体化方法を検討・調整)
・前者は、食品やチェーンストア業界で整理してもらえる予定である。
・他にも、経営業務等々の効率化があるのではないかということも含め、検討する見込みである。
・共同実証のイメージ図内のASPに関しては、金融機関側がEDI情報欄20桁での対応しかまだ出来ないため、ASPの枠内に示したクロークを設け、「XMLメッセージの140桁を預り、20桁以内の引換コードを渡す」機能(注記２)を持たせる。（なお、図下段のCamt.052はCamt.054に修正｡）
・今回の共同実証はインターネットを使い、通信手順はebMS、AS２､またはJX手順とする。企業とASPの間の証明書に関しては、流通業界の現行のプライベート証明書を使用する。
・EDI情報欄に現行業務の多様な情報をEDIでもらうことで、どれだけ効率化が出来るかを今年度検証する｡
・現時点で、大手スーパー２社、加工食品関係４～５社等の間で行う予定であり、調整中である。実証実験は、11月前半に２週間位で行う。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
　－この実証実験は、小島プレス工業㈱側の実証のように事業補助を受けて行うものか。
－そうではなく、(一般財)流開センター／流通業界が独自で行うものである。
－同実証は、流通BMSで既にEDIを行っている企業の間で行うものか。
－そうである。既存のインフラでEDIを変えて行くということで流通BMSを作り大手・中堅の企業は徐々に進んで来たが､中小企業を含め広く使うためには、将来的に企業間のインフラは同じ足回りで出来ないかということである。役所（経産省）には、公共料金通知等の紙で来ているものをEDI化出来ないか等も今後要望する｡足回りとして、インターネットでXMLによるものであれば、どことでもデータ交換が可能になろう。これまでの商取引の書類の部分だけでなく、他のものに関しても全て電子化出来ないか考えないと、進まないであろう。
－同実証は、流通業界のクロークを使って一緒に情報化を行うということか。　
－クロークのサービスを行うのが (一般財)流開センターと小島プレス工業㈱とも、同じASP（㈱NTTデータ）ということである。接続方式が小島プレス工業㈱側はファームバンキングであって、そこにソフトウェアを入れ、中小企業が行っている方式と類似して行う。
－実証の結果は別々にまとめるのであろうが、相互に比較して共通点等を見ることも行うのか。
－現時点では、まだそうした予定は見通せていない。
－このTF会議の場で実証を評価するということで、突合せる機会はあろう。
－実証の結果の公開はどうであろうか。
　－小島プレス工業の実証は補助事業であるので、結果報告は提出する。
－(一般財)流開センターで行うものは、ホームページ等でオープンにしている。今回行う共同実証は今年度の成長戦略のキーワードであり、その中身に関し金融業界が報告を行うことになる。
－当TFとしての報告をどうするか。共同実証そのままの結果を頂く訳にもいかない。どういう形に出来るか、検討の必要がある。
４－４．国際／業界横断EDI TFにおける支払案内メッセージ開発状況　

・国際／業界横断EDI TFにおける支払案内メッセージ開発状況に関し、資料（金流2014-1-06）により事務局が概要説明を行った。
・2013年度当TFでの検討内容の一部を資料に付けてあり、１ページの図中段のプラットフォームは上記議事３.資料（金流2014-1-04）のクロークに該当する。
・同図の基本的な考え方は、小島プレス工業㈱および(一般財)流開センターの両実証実験のベースになっている。また、同資料06の４ページに示した全銀システムフォーマットのデータレコードのうち「EDI情報（カナ20桁）」は、桁数不充分であることが論じられている。　
・クロークに預ける情報項目／全銀システムフォーマットに付けるEDI情報として、現在使われている支払指図や入金通知のEDI情報を、ISO 20022内のSupplemen- tary Dataエリアに埋込む検討を当TFで行った。埋込む情報に商品分類や仕入先・販売先・商品の各コードを入れると､分析が可能になろうとの想定もしている。
・ISO 20022のメッセージにどう入れるか、国連CEFACT標準の支払通知メッセージRemittance Adviceを埋込む例を資料２ページ上段の図に示した。日本には種々の業界標準があり、流通業界の例であればISO 20022のSupplementary Dataエリアに埋込むものが流通BMSの支払通知メッセージということになる｡　
・Supplementary Dataの中身を､資料３ページのCross Industry Remittance Adviceのクラス図に示した。その「決済支払」情報は、Painが持つ情報と同じもの ― 受取人と支払人の情報、金額、支払方法 ― を持つ。「取引事項」情報には、取引契約(Trade Agreement：注文書に対応)、決済(Trade Settlement：請求書に対応)、明細(Trade Line Item：請求内訳または納品伝票を複数指定できる)がある。
・Remittance Adviceには、商品、単価、数量の情報は無い。どの取引のどの請求書かという通知のみである。同クラス図最下段に、Trade Productの中に商品名、商品コード、Trade Priceに単価情報、Trade Deliveryに納入数量を案として示してあるが、現在の国連標準には、取引の中身は付いていない。これらを入れるには、明細部分の現項目の入替え変更を国際標準に提案する必要がある｡　
・こうすると便利だとの見方や、そうした情報を付け得るかに関しては、国際／業界横断EDI TFで検討予定（次週、会議開催）である。取引は、発注企業内の製造部門が買いたいものを購買部門に要求を出し（発注依頼）、注文が出される。受注企業の営業部門が注文請け書を出し、サプライヤ側の製造部門に製造依頼を出す。受発注の製造部門同士で納入指示があり、物流が入って納入、完了が受注側の営業部門に伝えられると請求書を出す。
・物を受ける側は検収し、請求書を受取る。発注側の購買部門が経理部門に対し、請求書の束を付けて「これだけ支払うように」と依頼する。経理部門は企業内部で、複数の請求書を1カ月に1度まとめて買掛明細（支払通知と同様）として受注側の営業部門に送る。発注側の経理部門で銀行に振込依頼し、相手側では、入金通知があり消込が行われる。　
・支払に関し、どの銀行のどの口座から引落すかが判るのは経理部門だが、Painを出すための情報を持っているだろうか。注文や納入の際の製品に関する情報は、Remittance Adviceには入っていないことがもう一つの問題点である。経理部門に他部門の情報が判るERPがきっちり出来ていれば良いが、多分経理部門がアクセス出来るようにはなっていないのではないか。
・どの取引のどの請求書かは経理部門に情報が入る。そこまでは国連CEFACT標準のRemittance Adviceは想定しているが、その上流の商品情報、単価、数量の情報は無い。それらをRemittance Adviceに載せることが、ユーザー側として可能であろうか。
・同件に関し､以下の情報交換および意見交換があった。：
－流通業界では、請求、支払は、伝票で社内処理すると、経理部門が行い、営業部門で管理することは無い。請求を起こす所から経理部門になる。
－その点は企業により異なる面があろうため、国際／業界横断EDI TFで検討する予定である。いずれにせよ、上流の商品情報、単価、数量の情報は、現在は経理には無いと思う。
－取引とそれに対する請求書が何かは、経理部門が分る。そこの範囲でどこまで出来るか。または、ユーザー側に商品に関わる情報を経理部門にアクセスさせるかどうか。経理部門はそこまでの情報を使わないのではないか。これから議論する予定である。
－情報をどのタイミングで得られるかということが重要だと考える。支払通知の詳細な内容を、総合振込のタイミングで貰うのでは遅い。
－振込む前に支払通知を行うということか。
－支払通知は、突合せを行うため、かなり前もって出ているものである。振込むタイミングでそのデータを受けたのでは、消込作業に本当に入るのは難しい。
－中小企業では、そのタイミングで良いのかもしれない。大手企業の場合はデータ量が多く、振込のタイミングでそのデータが来るのでは、そこから何千件を処理することは全く困難である。流通業界では現在、発注－出荷－受領まで正確に記録を行い、それに計上日を入れている。検収をしたという受領をデータとしてきっちり返すことで、請求書は無くなりつつある。受領が送られた時点で、明細単位の管理はしていない。請求は受領の伝票単位の管理になり、その中の明細はもう動かないため、請求書には伝票番号のみが示される。明細まで必要となれば、受領のデータを入れることになる。
－どこまで何が必要か、どのタイミングか、金融機関がPOファイナンスのために必要とするタイミングと、流通業界の企業がデータのやり取りを行うタイミング等は、異なるかもしれない。それらを考慮する必要がある。
－次週の国際／業界横断EDI TFで、流通と製造のそれぞれに関し細かく討議を行いたい。こうした点が決まらないと、PainのSupplementary Dataエリアに何を入れるかが分って来ない。Remittance Adviceで渡せる情報が決まって来ない。　　　　
－違算に関するネゴシエーションはその延長上で行うのか。
－経理に来る前にネゴをする。注文数と納品数に相異が生じる場合等にはネゴしてから経理に伝えるというように。
－違算の確定は、現物ベースで、営業と購買間で行われる。
－現品票の場合は少し異なるか。

－現品票の確認は現場の役割である。
－確認が終って金額がコミットされてから、経理に行くということか。

－債権・債務が確定しているのは、経理部門ではなくて、その上ということである。
－その後に経理の手続ということになる。
－以上から、何が渡せるかをベースに、標準化を検討することになる。

－Supplementary Dataエリアは勝手に使えない、登録しなければいけないということがある。11月の実証は、消込の業務改善効果を含め、Supplementary Dataエリアに一足飛びに行くのではなく1歩ずつ、まずUnstructured、タグ無、固定長でということにならざるを得ない。
－Supplementary Dataエリアに入れるとすれば、XMLで国際標準でないと、個別のものが多数あっても困る。SWIFTで受けてくれない。
－そこの整理をしなくてはいけないので、今回は、Supplementary Dataエリアではなくて、Unstructuredでということになる。

－明細は、インボイスメッセージのレベルでは細かいものが全部ある。そこで確定した後は、国際的にもRemittance Adviceへ行くと明細は無くなると思われる。

－Remittance Adviceの下に複数のインボイスがある。

－ユーザーにERPを変えるように、業務フローを変えるようにとは言えないので、現在出来ることから行う。経理で扱える情報を聞く。Painを出す所が容易にそのデータを集められる、そういう所をパイロット的に見つけて行うことになる。このことを検討するのは国際／業界横断EDI TFである。その結果に関し、当TFが連携する。　　
－インボイスメッセージは上流側が使うもので、Remittance Adviceメッセージは経理が使う、という切分けが出来るかだが、国際ではそういう構造である。
－インボイス情報をRemittance Adviceにぶら下げると情報量が膨大になってしまう。
－Remittance Advice程度の情報で何か出来るであろうか。

－出来ることがあれば良いが、請求書の番号だけが付いているのでは、内容はつかめない。
－インボイス情報の番号であれば、それに該当するインボイスを見れば全て判る。
－固定長、Unstructuredとしても、140桁☓Ｎ回付けられるので中身も含めて入れることは可能である。
－企業規模にもより、流通BMSの大手では膨大な情報量であろう。殆ど伝票単位であり、全伝票を付けることになる。そうしたものを全銀ネットに載せてはとんでもないということになる。
－インボイスデータの扱いを別に考える必要があろう。支払のトランザクションに紐付けしたいが、一緒に流すのは問題がある。
－20桁では問題外だが140桁なので、番号を並べることは出来る。その可能性はあるが、中身はエンド・エンドで引っ掛けて紐付けを行うということになろうか。
－実証の仮説では、クロークの中身を切離し、また付けるので、一時的にクロークに保管される。銀行を含め、分析内容をファイナンスで使えるか検討する必要がある。
－融資を受けたい所はRemittance Advice関連のステップとして、例えばインボイスデータをクロークのアーカイブに毎回登録するようにして、見て良いという前提で、融資を受ける時にそのデータベースを使用する、ということにすると良い。通常の流れの中だけでやるのは、無理かもしれない。
－そうであると、経理や営業という部門に関係無く、出来るかもしれない。
－この後の検討事項に、グローバルサプライチェーンのインボイスの中身の話があるが、インボイスの中身をどう集めて分析するかという所に立たないと、現実的でない。
－インボイスデータは集約されていないから､それを分析する価値は高い。
－インボイスで、当事者の取引が支払以前に完結する。
－以前に受発注の中身を見て判断する案に関し考え、受発注のトランザクション数があまりにも多く、そこに割込んで見せて貰う中で受発注が止まる等の支障が生じてはとの危惧から断念した。金融EDIの分析であれば、ある程度まとまった形で分析し易くなるかと考えたが、逆に情報が足りな過ぎるということが見えて来た。
－受発注であっても、お金に関係する所はインボイスしか無い。それまでは、何かあっても関係無い。従って、インボイスだけに着目すれば良い。
－上流の受発注は置いておいて、インボイスの所を中心に見れば良いということか。
－POファイナンスに関し自社内で議論したが、インボイスを出して貰える企業が半年、１年と示した確定インボイスの内容、クレジットヒストリーを分析すると、その企業は今後も堅実に取引を行えるという予測が立ち、融資判断に寄与出来る。受発注時点で融資を受けたいというニーズが高いことから、POファイナンスを図ろうとして来ている。
－インボイスのアーカイブがあれば、銀行側としても、企業に対するアドバイスが出来る。
－それで受発注時点で銀行側が融資し易くなるということか。
－融資し易くなり、また、インボイスを分析して「もう融資を受ける時ではないか。」と勧めるようにもなろう。

－受注側が一方的に請求書を出してくる時が問題で、検収したとのレスポンス ― インボイスに対してＯＫと言った時点 ― がキーになる。先に流通業界で請求書が徐々に無くなっているとあったが、受けた側が「買った。」とインボイスレスポンス的にまとめて受領を送る。受領がインボイスレスポンスで、受領で確定するということになっている。出荷時のデータというのが１番キーなのかもしれない。
－受領や買掛明細情報は、お金の必要が無い応答であるので、情報を取り難い。請求が出ている場合は、お金を借りたい側から情報を出す。セルフインボイス、買掛になると、お金を借りない側であるので、その情報は出してくれない。その点が難しい。
－売った側は請求を出し、買った側は請求書のチェックが面倒なため自分がこれだけ買ったとセルフインボイスを送るという方式である。中小企業の世界ではまだ、請求書を出すことが一般的であるが、大手企業では概ね、紙の請求書の一々のチェックはやめ、セルフインボイスを送るようになっている。
－ファイナンスニーズのあるのが中小企業で、資金繰りにという前提であり、請求書方式で行っている世界であるので、その状況での上述融資サービスを想定して当TFとして検討するということになるか。
－ファイナンスだけを考えればそういうことである。その他にこの情報を使う、金融側のニーズがあればだが。
－受注側が受領データを受けた時にアーカイブに登録する可能性がある。
－中小企業の、受ける側は多い。その中で、融資を受けられるなら見せて良いという企業が、受けた受領を登録する。
－受領したということは物が入り確定したことであり、債権・債務の関係が変る。その内容の登録をサプライヤ側が行うことは出来よう。

－そうであるので、Remittance Adviceが来た時に､インボイスNo.が付いていることをアテストする作業を中継サービスがしないと、銀行側は信用出来ない。インボイスと結び付いているテストだけはする必要がある。
－受領で、発注側が間違い無く支払うと言ってくれないと、話は成り立たない。
　
４－５．グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査
・グローバルサプライチェーンファイナンスのニーズ調査に関し、資料（金流2014-1-05）によりリーダーが概要を紹介し、同調査作業担当メンバーが説明を行った。
・2013年度からニーズ調査の検討を開始、グローバルが付いていても、基本的には国内のサプライチェーンファイナンスと大きな違いは無いと見られる。
・資料05の１ページ上段の、グローバルサプライチェーンファイナンスにおける５つの融資機会(日銀ワークショップ資料より) に基づく「グローバルサプライチェーンファイナンスにおける想定課題」が示された。

・同１ページ下段の「貿易関連データを融資判断につなげるイメージ」の事項説明により、グローバルサプライチェーンでのファイナンスに繋げ得る貿易関連データに関し説明があった。

・グローバルサプライチェーンファイナンスニーズ検証の進め方として、リーダーから以下の説明があった。：
・今年度は貿易を中心に議論して行く考えである。
・融資に結び付くという流れに行けるかが課題である。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：

－国内と海外、輸出者・輸入者間で金融が絡む信用情報－ L／C等 －のやり取りは、融資と関係しないのか。
－2013年度のスコープに、L／Cの流動化を含めた融資の可能性がある。先程の議論のように、国内取引についてファームバンキングの金融EDIでインボイスの中身を見てファイナンスにという話であり、取引相手が海外であることで、それをグローバルに置換える。日本企業は輸出側で、支払を受けるまで時間が長いが、海外取引におけるインボイスを、国内取引と同じように分析してファイナンスに寄与する所は国内の議論と一緒である。そこにフォーカスしてはどうか。国内取引についてはファームバンキングの金融EDIで分析を、海外取引先への輸出については今説明のあったように貿易関連データのインボイスに相当する部分の分析を行うということである。
－基本的にインボイスが中心ということである。
－海外取引についてどの部分をどう分析するかは、貿易を意識することになる。海外取引のファイナンスニーズであっても国内取引と同じように、当TFの場で議論することが有効であろうと、スコープを定めようと考える。L／Cも副次的にスコープに入れ得るが、まずは、インボイスの分析をファイナンスに活用することの検討を優先させたい。　

－インボイスをどう集めて分析するか、貿易が絡むとどの国のどの企業からインボイスを得て中身を分析出来るかは、国内の場合と多分異なるという点を議論しなければならない。
－国内の場合は、インボイスデータがどこかに貯められているということが無いので、ファームバンキングのEDIにこれから当事者に入れて貰い、分析しなければならない。貿易の場合は手続が決められ、インボイス相当データがNACCSシステム内にあるので、即分析してファイナンス活用に繋ぐという検討の可能性が考えられる。国内取引での検討に比べ、海外取引に関してはすぐにでも分析に入れそうだが、そのデータはNACCSに閉じられたものである。
－平成29年度更改NACCSに向けて、NACCSの蓄積データを民･民で活用出来るようにすることを考えているようなので、その意味で問題は無いと考えられる。
－方向性が揃うことになる。中身を活用して何か出来ると良い。先程の国内におけるインボイスと、NACCSにあるインボイス相当の情報と、中身は異なる点があるが、同じような分析ということになろうか。
－海外取引の場合、受発注単位のものを持っている。国内の場合には､無く、受発注の中には金額も入っていない。
－海外取引のほうが、商慣行を含め仕組みがしっかりしている面があろう。　
・資料05の２ページの当TF「グローバルサプライチェーンファイナンスニーズ調査 2014年度マイルストーン案」により、今年度の進め方に関し説明があった。　
・５～６月は今年度の進め方の検討および初期検討モデルの作成を図り、７～９月にサービスモデルやビジネスモデル案を検討し、関連シナリオの整理、サービスの流れとデータの流れを扱う。
・10～12月に企業ヒアリングを行うのに先立ち、７～９月に仮説を定め．どのように聞き取りを行い、どう進めるかの枠組を整理する。１～３月で、金融機関を含め融資の可能性の有無を打診する。　
・具体的なゴールは、本年度TF最終会議で、金融機関にこれで融資が可能であるかと言える状態になっていることと考える。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：

－グローバルサプライチェーンファイナンスニーズ調査の目的だが、何を目指して行うものか。
－グローバルサプライチェーンの中におけるファイナンスサービスを考えることである。既にあれば、それを紹介すれば良いのだが、今回はまだ検討されていないサービスを考えてみようということである。
－金が入って来るまでに時間が掛るので、つなぎ融資を得られるようにしたいということである。
－輸出で船に載せたら、F.O.B.で金が入って来る。そこから先の金については、船賃、保険料等は輸入者が払う。B／Lを持って銀行に行けば、金になる。

－グローバルサプライチェーンファイナンスは、ファイナンスに重きを置いており、そこに関連して決済も必要であれば別だが、決済そのものには重きを置かない積りである。貿易で、ファイナンスの必要性がありそうであるということで、取引相手が海外であっても、同じような融資機会の拡大に分析が役立つかという仮説でいるが、ファイナンスに困っていないということであれば、つなぎ融資やABL等にスコープを切換えても良い。
－グローバルサプライチェーンファイナンスを2013年度に討議した時には、かなり広範囲な議論になった。今年度、グローバルサプライチェーンファイナンスに関し具体的に何を行うかにつき、国内のサプライチェーンファイナンスの検討に関する仮説と、クロスボーダーの場合も同じなのではないかという形で、インボイスの分析による融資機会の拡大と位置付けてみた。クロスボーダーのファイナンスを当TFで取上げるべき議論であったのかどうか、今回会議ではスコープの目線合せをするということでも良い。
－資料の図１に「５つの融資機会」が示されている。実際には、出荷から検収までが良く見えてはいない、これらのタイミングが見える化されないと、途中のファイナンスはあり得ないであろう。これらは物流と密接な関係がある。９月３日に国際物流IT戦略をテーマに開催するSIPSラウンドテーブルの中で見える化の議論も行うので、資料図３のスケジュールにある調査に関し、どのような調査を行うかが８月中に案段階ででも出れば、ラウンドテーブルで調査案を事前に見て貰える。
－国際VAN業者等を経て、船舶の航行位置や船荷の評価額が明らかになれば、何日に着くからと融資を得られるという観点からのABLのようなファイナンスと、確定インボイスの中身の分析で与信を積上げてのファイナンスと、２つのファイナンスがある。
－インボイス一つを取っても、議論が必要である。NACCSが要求しているインボイスと、取引上必要とされるインボイスは中身が異なる。
－インボイスで取引が流れているから信用出来るのであり、インボイスを基に融資を得るのでなく、その流れ全体を信用しての融資を得るということであろう。
－クロスボーダー取引の流れを、特に確定インボイスを中心に統計的に見て行くと、堅実であると信用しての融資が行い易くなるのではないかということである。
－資料図３のスケジュールはインボイス情報を中心にしてのものである。物流も含め深堀りすると、今年度これからどこまでするか、見直しを考えることになる。
－国際／業界横断EDIおよび国際連携の両TFと作業が重なるということでなく、両TFのスケジュールのタイミングを見ながら、連携して行くということが望ましい。
－実証実験（(一般財)流開センターおよび小島プレス工業㈱側）を含め、銀行側と具体的な議論を行う機会が多いので、クロスボーダーにあっても同じような観点で融資に繋げられようか、どんな項目があれば融資に寄与するような分析が出来るかを併せて聞くことが可能ではと考えており、そうする予定である。NACCSを絡めて全体を議論すると良いと思われる。
－先程のような疑問が出るので明らかにしておくが、１件１件のトランザクションに対してのファイナンスを考えるのではなく－ その場合はF.O.B.ですぐ支払が受けられる等の話になる －、何度も輸出を行ったその蓄積情報を基に、新たな輸出をするには資金が不足する場合に融資を受けたいというニーズへの対応策のために調査等を行うということである。どちらかと言うと、POファイナンスである。
－ 貿易取引でお金を回収しようとすると、B／LやSWIFTのTSU・BPOという方式で行う。いくつもの取引を行って来ているので、その実績をベースにして融資を受けたいということであろう。
－短くしたいのか、融資の方を議論したいのか、蓄積データの宝の山を分析して新たな貿易取引、ビジネス拡大にヒストリーとして役立たせたいのかだが。
－後者である。　
－当TFの検討対象はトランザクションバンキングではないということである。
－トランザクションバンキングに関しては３年位前から銀行側が、TSUやBPOについて熱心に行っている。
－平成29年度更改による、NACCSの蓄積データの活用と方向性が合うかどうか分らないが。　

－一つのチャレンジということで、国内だけでなく海外も、貿易を含めたヒストリー分析を提案しているということである。
－流れ的には、NACCSで行っているインボイス業務は使い勝手が良くなく、あまり使われないため業界に聞き桁数等を変え、少し使われるようになった。それでもまだ使い勝手が良くない。NACCSのIVAは税関申告用インボイスのデータだけで、民間からするとコマーシャルインボイスのものを作りたい要望がある。NACCSの蓄積データは多く、民間にも使わせて欲しいとの要望もある。これにNACCSが応じ、蓄積データの使い方を検討する動きになっている。海外からの積載貨物のデータは現在NACCSしか使えないが、2017年の更改ではそのデータの民間使用を可能にしようとの動きもある。NACCS内蔵データの活用化の動きに合わせてこういう問題をというのは良いと考える。
－今回提案しているような、やや中期的と言えるものだが、商流情報の中身を活用して行くことは、仮説ではあるものの、良いということであろう。
－前年度は観念的で、空振りしたかという感じであった。こういうネタを基に、現場の生の声を聞き、最初のストーリーが行けばということであり、議論させて頂きたい。新たなネタの可能性も含め、調査したい。
・議事２.の資料07のスライド３「2014年度活動計画(案)」に関し、４回のTF会議開催を予定、実証実験に使用する支払案内メッセージ案を実証前に用意、実証後に結果を報告、グローバルサプライチェーンファイナンス企業ニーズヒアリング結果の中間報告、期末には２年越しの報告書作成等をリーダーが説明し、意見を求めた。
・国際／業界横断EDI TF用の「実証実験に使用する支払案内メッセージ案」討議について、分科会をどのようにするか等下記の情報交換を行った。：
－支払メッセージに関しては、次週の国際／業界横断EDI TF会議で案の提示と検討を行う。その結果を受けての分科会ということでは、その会議後に必要であれば予定を決めることになる。シンタックスルールまではやらず、プロセスとデータモデルまでを扱う。固定長の場合に、その固定長の設計をするという積りは無い。
－その辺りは、システムの方が機械的に行う。具体的な中身がきっちり決まらないと、定まらない。　

－次週の国際／業界横断EDI TF会議での結果から予定を立て、次回当TF会議で決め得るということになろうか。

４－６．今後の予定 

・９月３日のラウンドテーブルおよび９月４週目の国際会議の予定等を勘案して、下記の会議日程を合意した。　
第２回TF全体会議　　１０月２日(木) 14:00～17:00 　 於．機械振興会館
分科会会議  －第１回国際／業界横断EDI TF会議の結果により開催（日時等は後日案内)－
　
配布資料 一覧：　
金流 2014-1-01　　第1回金流商流情報連携TF議事次第

金流 2014-1-02　　金流商流情報連携TF委員名簿
金流 2014-1-03_1　自動車部品業界における実証計画（実証実験資料）
金流 2014-1-03_2　自動車部品業界における実証計画（補助事業計画書）

金流 2014-1-04  　流通業界における実証計画資料（共同実証WG検討概要）

金流 2014-1-05 　 グローバルサプライチェーンニーズ調査資料
金流 2014-1-06  　国際／業界横断EDI支払案内メッセージ案

金流 2014-1-07  　2014年度活動計画
参考：第20回トピックス情報交換会（於.名古屋）　
以上
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